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１．平成18年７月期の業績（平成17年８月１日～平成18年７月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年７月期 4,209 （  27.1) 691 (  85.9) 692 (  87.4)

17年７月期 3,310 (　 4.4) 371 (△42.1) 369 (△38.2)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年７月期 448 (  98.1) 21,905 00 21,700 67 18.8 19.8 16.4

17年７月期 226 (△40.0) 11,223 38 10,962 16 11.0 12.0 11.2

（注）①期中平均株式数 18年７月期          20,491.46株 17年７月期 20,192.22株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年７月期 3,754 2,595 69.1 126,314 40

17年７月期 3,228 2,170 67.2 106,211 13

（注）①期末発行済株式数 18年７月期       20,550株 17年７月期 20,440株

②期末自己株式数 18年７月期 －株 17年７月期 －株

２．平成19年７月期の業績予想（平成18年８月１日～平成19年７月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 2,250 300 180

通　期 4,850 750 460

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）22,384円42銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当
率（％）第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

17年７月期 － － － 1,500 － 1,500 30 13.4 1.4

18年７月期 － － － 2,000 － 2,000 41 9.1 1.6

19年７月期（予想） － － － 2,000 － 2,000    

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の５ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
（1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年７月31日）

当事業年度
（平成18年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 460,524 628,385

２．受取手形 ※１ 688,075 645,973

３．売掛金 ※３ 562,654 679,988

４．製品 192,699 224,184

５．原材料 122,203 210,654

６．仕掛品 74,721 130,146

７．貯蔵品 3,762 3,408

８．前払費用 8,234 8,921

９．繰延税金資産 47,374 44,554

10．短期貸付金 874 375

11．関係会社短期貸付金 － 58,596

12．その他  ※３ 6,405 3,267

貸倒引当金 △2,477 △275

流動資産合計 2,165,053 67.1 2,638,179 70.3

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産

１．建物 411,527 421,286

減価償却累計額 38,241 373,286 60,262 361,024

２．構築物 603 603

減価償却累計額 419 183 457 145

３．車両運搬具 4,126 4,126

減価償却累計額 1,764 2,362 2,518 1,608

４．工具器具備品 221,624 269,709

減価償却累計額 109,367 112,257 152,596 117,112

５．土地 239,733 239,733

有形固定資産合計 727,823 22.5 719,625 19.2

(2）無形固定資産

１．ソフトウェア 37,949 41,297

２．ソフトウェア仮勘定 － 39,393

３．その他 429 429

無形固定資産合計 38,379 1.2 81,120 2.1
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前事業年度
（平成17年７月31日）

当事業年度
（平成18年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産

１．関係会社株式 171,383 171,383

２．出資金 60 60

３．関係会社長期貸付金 54,576 50,000

４．破産更生債権等 374 609

５．長期前払費用 1,636 1,137

６．繰延税金資産 40,253 51,966

７．差入保証金 14,251 21,361

８．保険積立金 15,373 19,357

貸倒引当金 △374 △619

投資その他の資産合計 297,534 9.2 315,254 8.4

固定資産合計 1,063,737 32.9 1,116,003 29.7

資産合計 3,228,790 100.0 3,754,183 100.0

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 109,974 157,782

２．一年以内返済予定
長期借入金

106,264 118,556

３．未払金  ※３ 149,540 179,050

４．未払費用 5,494 5,780

５．未払法人税等 119,262 194,385

６．未払消費税等 11,335 22,482

７．預り金 6,528 6,673

８．賞与引当金 49,726 52,317

９．役員賞与引当金 － 15,400

10．その他 861 1,624

流動負債合計 558,988 17.3 754,052 20.1

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 401,733 288,698

２．退職給付引当金 12,390 20,272

３．役員退職慰労引当金 84,723 95,399

固定負債合計 498,846 15.5 404,369 10.8

負債合計 1,057,835 32.8 1,158,422 30.9
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前事業年度
（平成17年７月31日）

当事業年度
（平成18年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※２ 454,650 14.1 － －

Ⅱ　資本剰余金

資本準備金 569,950 －

資本剰余金合計 569,950 17.6 － －

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 7,000 －

２．任意積立金

(1)特別償却準備金 6,278 －

(2)固定資産圧縮積立金 2,258 －

(3)別途積立金 890,000 －

３．当期未処分利益 240,818 －

利益剰余金合計 1,146,355 35.5 － －

資本合計 2,170,955 67.2 － －

負債・資本合計 3,228,790 100.0 － －

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本  

１．資本金 － － 457,950 12.2

２．資本剰余金

   資本準備金 － 573,250

　資本剰余金合計 － － 573,250 15.2

３．利益剰余金   

(1)利益準備金 － 7,000

(2)その他利益剰余金   

　　特別償却準備金 － 2,420

　　固定資産圧縮積立金 － 84

　　別途積立金 － 1,090,000

　　繰越利益剰余金 －  465,056  

　利益剰余金合計 － － 1,564,561 41.7

株主資本合計 － － 2,595,761 69.1

純資産合計 － － 2,595,761 69.1

負債純資産合計 － － 3,754,183 100.0
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（2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１ 3,310,729 100.0 4,209,573 100.0

Ⅱ　売上原価  ※２

１．製品期首たな卸高 210,779 192,699

２．当期製品製造原価 ※５ 1,327,537 1,814,278

合計 1,538,317 2,006,977

３．他勘定振替高 ※３ 24,553 58,772

４．製品期末たな卸高 192,699 1,321,063 39.9 224,184 1,724,020 41.0

売上総利益 1,989,665 60.1 2,485,552 59.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※4,5 1,617,688 48.9 1,794,192 42.6

営業利益 371,977 11.2 691,360 16.4

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 ※１ 566 2,792

２．受取配当金 3 3

３．研究副産物売却益 2,006 －

４．保険積立金解約返戻金 1,879 1,907

５．為替差益 971 6,859

６．その他 703 6,130 0.2 3,760 15,324 0.4

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 7,939 7,876

２．売上割引 － 6,321

３．新株発行費償却 605 379

４．その他 239 8,784 0.2 － 14,577 0.4

経常利益 369,322 11.2 692,106 16.4
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前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益

１．貸倒引当金戻入額 3,582   2,203   

２．訴訟和解金 － 3,582 0.1 6,500 8,703 0.2

Ⅶ　特別損失

１．固定資産売却損  ※６ －   81   

２．固定資産除却損 ※７ 2,318 2,318 0.1 4,755 4,837 0.1

税引前当期純利益 370,586 11.2 695,972 16.5

法人税、住民税及び
事業税

154,500 256,000

法人税等調整額 △10,538 143,961 4.4 △8,893 247,106 5.8

当期純利益 226,625 6.8 448,865 10.7

前期繰越利益 14,193 －

当期未処分利益 240,818 －

製造原価明細書

前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 871,898 67.1 1,144,490 63.5

Ⅱ　労務費 178,702 13.7 235,435 13.1

　（内　退職給付費用） (1,726) (0.1) (3,385) (0.2)

　（内　賞与引当金繰入額） (8,958) (0.7) (10,316) (0.6)

Ⅲ　経費 249,826 19.2 422,133 23.4

（内　外注加工費） (135,890) (10.4) (208,640) (11.6)

当期製造費用 1,300,428 100.0 1,802,059 100.0

期首仕掛品たな卸高 68,748 74,721

他勘定受入高 33,082 67,643

合計 1,402,259 1,944,424

期末仕掛品たな卸高 74,721 130,146

当期製品製造原価 1,327,537 1,814,278

（原価計算の方法）

実際原価による総合原価計算によっております。

－ 6 －



（3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

 　利益処分計算書  

前事業年度
株主総会承認日

（平成17年10月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 240,818

Ⅱ　任意積立金取崩額

１．特別償却準備金取崩額 1,874

２．固定資産圧縮積立金取崩
額

1,609 3,483

合計 244,302

Ⅲ　利益処分額

１．配当金 30,660

２．任意積立金

(1）別途積立金 200,000 230,660

Ⅳ　次期繰越利益 13,642

 　株主資本等変動計算書

 　当事業年度（自　平成17年８月１日　至　平成18年７月31日）  

 株主資本 

純資産

合計

 

資本金

資本剰余金  利益剰余金

株主資本

合計

 
資本

準備金 

資本剰余

金合計

利益

準備金

 その他利益剰余金

利益準備

金合計  
特別償却

準備金

固定資産

圧縮積立

金 

別途

積立金

繰越利益

剰余金 

 平成17年７月31日残高

             （千円）
454,650 569,950 569,950 7,000 6,278 2,258 890,000 240,818 1,146,355 2,170,955 2,170,955

 事業年度中の変動額            

新株の発行 3,300 3,300 3,300      － 6,600 6,600

特別償却準備金の取崩   －  △1,874   1,874 － － －

固定資産圧縮積立金の

取崩
  －   △1,609  1,609 － － －

特別償却準備金の取崩   －  △1,983   1,983 － － －

固定資産圧縮積立金の

取崩 
  －   △564  564 － － －

 別途積立金の積立   －    200,000△200,000 － －△200,000

 剰余金の配当   －     △30,660 △30,660 △30,660 △30,660

 当期純利益   －     448,865 448,865 448,865 448,865

 事業年度中変動額合計

             （千円）
3,300 3,300 3,300 － △3,857 △2,173 200,000 224,237 418,205 424,805 424,805

 平成18年７月31日残高

             （千円）
457,950 573,250 573,250 7,000 2,420 84 1,090,000 465,056 1,564,561 2,595,761 2,595,761
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法を採用しており

ます。

子会社株式

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品、原材料　移動平均法による低価法

仕掛品　　　　移動平均法による原価法

（会計処理方法の変更）

たな卸資産の評価基準及び評価方法

は、従来、製品、仕掛品、原材料に

ついては総平均法による原価法に

よっておりましたが、当事業年度よ

り製品、原材料については移動平均

法による低価法、仕掛品については

移動平均法による原価法に変更して

おります。

この製品、原材料の評価基準の変更

は既に低価法を採用している子会社

と評価基準を統一することにより、

当社グループとしての財務体質の一

層の強化を図るために行ったもので

あり、また、製品、仕掛品、原材料

の評価方法の変更については、業務

システムが見直されたことに伴い、

受払計算の迅速化と適正な期間損益

の算定を目的として行ったものであ

ります。この変更により、従来の方

法に比べ営業利益、経常利益、税引

前当期純利益はそれぞれ27,205千円

減少しております。

製品、原材料　移動平均法による低価法

仕掛品　　　　移動平均法による原価法

 

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を採用して

おります。

貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

但し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）は定額

法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであ

ります。

建物及び構築物　　８年～39年

工具器具備品　　　２年～８年　

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

定額法によっております。なお、自社

使用のソフトウェアについては、社内

における見込利用可能期間（５年）に

もとづく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費

支出時の費用として処理しております。

(1）新株発行費

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率にもと

づき、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を考慮して

回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の内、当期に負担

すべき金額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

従業員に対する退職給付に備えるため、

退職給付債務及び年金資産見込額にも

とづき計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に備え

るため、内規にもとづく期末要支給額

を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に備え

るため、内規にもとづく期末要支給額

を計上しております。

 　（追加情報）

平成18年７月開催の取締役会において、

平成18年10月開催の定時株主総会終結

の時をもって役員退職慰労金制度を廃

止することを決定しております。

(5）　　　 ──────

 

(5）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しており

ます。

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

 ────── 

 

 (損益計算書）

　営業外費用「売上割引」は、前事業年度まで「その他」

に含めて表示しておりましたが、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記しており

ます。　 

　なお、前事業年度の「売上割引」は239千円であります。
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

 ──────  （役員賞与に関する会計基準）

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準４号　平成17年11月29日）を適用しており

ます。これにより、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は15,400千円減少しております。

 

 （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会）　平成14年８月９日)及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31日)を適用しており

ます。

　なお、これにより損益に与える影響はありません。

 

   (収益計上区分の方法の変更）

　当事業年度より、植物栽培事業から生じる収益及び費

用について、営業外収益及び販売費及び一般管理費に計

上する方法から、売上高及び売上原価に計上する方法に

変更しております。この変更は、新たに内部組織として、

植物事業課を発足させ、今後の事業展開を行うことに

なったため、当社の主たる営業取引として認識し、経営

成績をより適正に表示するために行ったものであります。

　この変更により、従来と同一の方法によった場合と比

較して売上高が48,393千円、売上原価が120,551千円多

く計上されており、販売費及び一般管理費は110,902千

円少なく計上されております。これにより、営業利益は

38,743千円多く計上されており、営業外収益は同額減少

しております。なお、経常利益及び税金引前当期純利益

並びに当期純利益への影響はありません。

 

   (貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準)

 　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準](企業会計基準第５号　平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日)を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は2,595,761千

円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 
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前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

  （ストック・オプション等に関する会計期基準等）

 　当始業年度から「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第11号　平成17年12月27

日）を適用しております。

　これによる、損益に与える影響はありません。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年７月31日）

当事業年度
（平成18年７月31日）

※１．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、当期の末日

は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。期末日満期手形の金額

は次のとおりであります。

※１．　　　　　　 ──────

 

受取手形       34,259千円

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．　　　　　　 ──────

授権株式数（普通株式）       33,600株

発行済株式総数（普通株式）       20,440株

 

※３．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記され

たものの他、次のものがあります。

※３．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記され

たものの他、次のものがあります。

流動資産

売掛金       126,693千円

 

流動資産

売掛金 116,875千円

その他 2,073千円

流動負債

未払金 823千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

売上高        378,582千円

受取利息    486千円

売上高        750,883千円

受取利息       2,723千円

※２．低価法適用による評価損は21,460千円であります。 ※２．低価法適用による評価損は8,238千円であります。

※３．他勘定振替高は主として販促機器としての販売促進

費への振替であります。

※３．他勘定振替高は主として販促機器としての販売促進

費への振替であります。

※４．販売費に属する費用のおおよその割合は33％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は67％でありま

す。

　主な費目及び金額は次のとおりであります。

※４．販売費に属する費用のおおよその割合は42％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は58％でありま

す。

　主な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬        101,350千円

給料手当 488,981

退職給付費用 6,514

法定福利費 68,184

賞与引当金繰入額 32,489

役員退職慰労引当金繰入額 15,462

旅費交通費 72,267

減価償却費 32,868

賃借料 27,695

支払手数料 169,666

研究開発費 323,499

貸倒引当金繰入額 374

役員報酬        111,000千円

給料手当 509,923

退職給付費用 12,076

法定福利費 71,837

賞与引当金繰入額 31,331

役員退職慰労引当金繰入額 16,256

旅費交通費 115,218

減価償却費 23,831

賃借料 28,137

支払手数料 165,878

研究開発費 364,856

貸倒引当金繰入額 245

役員賞与引当金繰入額 15,400

※５．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額　　　　　　　　　       323,499千円

※５．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額　　　　　　              364,856千円

※６．　　　　　　　　　────── ※６．固定資産売却損は工具器具備品81千円であります。

※７．固定資産除却損は工具器具備品2,318千円でありま

す。

※７．固定資産除却損は工具器具備品4,755千円でありま

す。

（株主資本等変動計算書）

 　当事業年度（自　平成17年８月１日　至　平成18年７月31日）

 　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 　該当事項はありません。
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①　リース取引関係

前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 

 

取得価額

相当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

期末残高相

当額

（千円）

工具器具備品 34,700 722 33,977

 合計 34,700 722 33,977

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 

取得価額

相当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

期末残高相

当額

（千円）

工具器具備品 34,700 5,056 29,643

 合計 34,700 5,056 29,643

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等

 　　　未経過リース料期末残高相当額等

 １年内 3,981千円

 １年超 29,968千円

 合計 33,950千円

 

 １年内 4,121千円

 １年超 25,847千円

 合計 29,968千円

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額  ３. 支払リース料、リース資産減耗勘定の取崩額、減価償

     却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料        848千円

減価償却費相当額        722千円

支払利息相当額  98千円

支払リース料        5,088千円

減価償却費相当額     4,334千円

支払利息相当額    1,106千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同　　左

 

 

 （減損損失について）

　　リース資産に分配された減損損失はありません。

②　有価証券関係

前事業年度（自　平成16年８月１日　至　平成17年７月31日）及び当事業年度（自　平成17年８月１日　至　平

成18年７月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計関係

前事業年度
（平成17年７月31日）

当事業年度
（平成18年７月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（千円）

繰延税金資産

一括償却資産 2,286

賞与引当金 20,039

貸倒引当金 884

退職給付引当金 4,993

役員退職慰労引当金 34,143

事業税 10,386

たな卸資産 12,334

その他 5,908

繰延税金資産合計 90,976

繰延税金負債

特別償却準備金 △2,940

固定資産圧縮積立金 △408

繰延税金負債合計 △3,348

繰延税金資産の純額 87,627

（千円）

繰延税金資産

一括償却資産 2,330

賞与引当金 21,240

貸倒引当金 199

退職給付引当金 8,230

役員退職慰労引当金 38,732

事業税 17,470

たな卸資産 1,894

その他 8,134

繰延税金資産合計 98,233

繰延税金負債

特別償却準備金 △1,654

固定資産圧縮積立金 △57

繰延税金負債合計 △1,712

繰延税金資産の純額 96,521

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

（％）

法定実効税率 40.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.8

（注）当事業年度においては、法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の100分の５以下であるため、内訳の記載を省略し

ております。

（％）

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6

増加研究費等の特別控除額 △6.9

役員賞与 0.9

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.5
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

１株当たり純資産額       106,211円13銭

１株当たり当期純利益金額       11,223円38銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
      10,962円16銭

１株当たり純資産額        126,314円40銭

１株当たり当期純利益金額         21,905円00銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
        21,700円67銭

 (追加情報）

　当事業年度から、改正後の「１株当たり当期純利益に

関する会計基準（企業会計基準委員会　企業会計基準第

２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会　企業会計基準適用指

針４号)を適用しておりますが、これによる影響はあり

ません。

　（注）１株当たり純資産の算定上の基礎及び１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 １．１株当たり純資産額

項目
前事業年度

（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

 純資産の部の合計額（千円） － 2,595,761

 純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

 普通株式に係る期末の純資産額（千円） － 2,595,761

 普通株式の発行済株式数（株） － 20,550

 普通株式の自己株式数（株） － －

 １株当たり純資産の算定に用いられた普通株式数 － 20,550

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後の１株当たり当期純利益 

前事業年度
（自　平成16年８月１日
至　平成17年７月31日）

当事業年度
（自　平成17年８月１日
至　平成18年７月31日）

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 226,625 448,865

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

（うち利益処分による役員賞与金） (－)  (－)

普通株式に係る当期純利益（千円） 226,625 448,865

普通株式の期中平均株式数（株） 20,192.22 20,491.46

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（千円） － －

（うち支払利息（税額相当額控除後）（千円）） (－) (－)

普通株式増加数 481.18 192.94

（うち転換社債） (－)  (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

────── ──────
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７．役員の異動

（平成18年10月27日付異動予定）

退任予定取締役

任期満了に伴う退任取締役

常務取締役　　　　　和田　浩興
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